


Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

199公営企業金融公庫資金 80 119

48旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

454

32 64 96

48繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
196 258繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

合　　計

195,876

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (B)

下水道事業債

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

195,876

257,942

257,942

453,818

453,818

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

47,881 47,881

47,881 47,881

191,79276,882 114,910

76,882 114,910 191,792

事業債名

合　　　計　　　　 (A)

※
上
記
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ち
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般
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計
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分

(

再
掲

)

公
営
企
業
債

下水道事業債

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

下水道事業債
公
営
企
業
債

※
上
記
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分
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)
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Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ①料金水準の適正化

課 題 ②給与水準・定員管理の適正合理化

課 題 ③他会計繰入金の適正化

課 題 ④

課 題 ⑤

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記載すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　載すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

経 営 課 題

内　　　　容
　本町の下水道は、加古川下流流域関連公共下水道として、昭和62年度に事業着手
し、新島及び工業地域を除いた510haを事業認可区域に決定し、生活環境の改善と水洗
化の促進及び公共用水域の水質保全を図るため整備を進めている。
　本町の下水道は、平成６年３月の供用開始後13年を経過しており、平成18年度の水
洗化率は88.40％、使用料単価は94.42円、汚水処理原価は232.64円となっている。な
お、平成17年度の類型団体平均の使用料単価は、121.65円であり、汚水処理原価は
299.61円である。

　一般会計基準外繰入金の削減に努める必要がある。

　播磨町行政改革集中改革プランに基づき給与水準・定員管理を適正に行う必要があ
る。

 現在の使用料単価は、類型団体平均より下回っているが、150円にするには住民の理
解及び議会の承認を得ることは困難であることから、類型団体平均か全国平均へ料金
水準を改善する必要がある。

















（単位：千円）

区分 目標又は実績
平成14年度
（計画前５年度）
（決算）

平成15年度
（計画前４年度）
（決算）

平成16年度
（計画前３年度）
（決算）

平成17年度
（計画前々年度）
（決算）

平成18年度
（計画前年度）
（決算見込）

計画前５年間
実　績

平成19年度
（計画初年度）

平成20年度
（計画２年度）

平成21年度
（計画３年度）

平成22年度
（計画４年度）

平成23年度
（計画５年度）

計画合計

①

処理区域内人口（人） 26,554 28,278 29,927 31,275 32,040 32,200 32,361 32,523 32,686 32,849
Ａ 増減 3140 1724 1649 1348 765 8626 160 161 162 163 163 809

水洗便所設置済人口（人） 21,576 23,448 25,605 27,261 28,322 28,605 28,891 29,180 29,472 29,767
Ｂ 増減 3,559 1,872 2,157 1,656 1,061 10,305 283 286 289 292 295 1,445

水洗化率（％） 81.3 82.9 85.6 87.2 88.4 88.8 89.3 89.7 90.2 90.6
Ｃ 増減 4.4 1.6 2.7 1.6 1.2 11.5 0.4 0.5 0.4 0.5 0.4 2.2

有収水量（ ） 1,996,431 2,223,737 2,444,291 2,567,431 2,680,426 2,787,643 2,899,149 2,957,132 3,045,846 3,137,221
Ｄ 増減 336,109 227,306 220,554 123,140 112,995 1,020,104 107,217 111,506 57,983 88,714 91,375 456,795

②

使用料単価（円/ ） 95.6 95.4 93.7 94.6 94.4 96.9 96.9 125.7 125.7 125.7
　　Ｅ 増減 -1.6 -0.2 -1.7 0.9 -0.2 -2.8 2.5 0 28.8 0 0 31.3

料金改定率（％） 29.7
Ｆ 増減

③
収納率（％） 96.8 96.3 96.6 96.9 97 98 98 98 98 98

Ｇ 増減 -1.1 -0.5 0.3 0.3 0.1 -0.9 1.0 0 0 0 0 1.0

④
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｈ 増減

⑤

職員１人当たりの営業収益（千円） 15,240 18,929 21,376 35,596 43,571 44,897 46,568 59,369 61,077 62,786
増減 1,941 3,689 2,447 14,220 7,975 30,272 1,326 1,671 12,801 1,708 1,709 19,215

職員数（人） 14 14 13 8 7 7 7 7 7 7
増減 0 0 -1 -5 -1 -7 0 0 0 0 0 0

管理運営費（千円） 620,773 662,581 710,068 741,715 769,160 800,598 821,509 842,381 841,428 834,667
Ｉ 増減 53,179 41,808 47,487 31,647 27,445 201,566 31,438 20,911 20,872 -953 -6,761 65,507

23.4 23.4 23.7 23.7 24 24.9 25.4 25.9 25.7 25.4
（Ｉ／Ａ）　　Ｊ 増減 -0.8 0 0.3 0 0.3 -0.2 0.9 0.5 0.5 -0.2 -0.3 1.4

汚水処理原価（円/ ） 223.8 215 211.7 223.2 232.6 236.9 239.1 241.3 239 234.3
増減　Ｋ -21.5 -8.8 -3.3 11.5 9.4 -12.7 4.3 2.2 2.2 -2.3 -4.7 1.7

汚水処理原価 61.7 54.6 52.8 52.7 53.8 55.4 53.3 52.3 50.7 49.3
L 増減  -12.7 -7.1 -1.8 -0.1 1.1 -20.6 1.6 -2.1 -1 -1.6 -1.4 -4.5

⑥ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｍ 増減

 使 用 料  回 収 率 (％) 42.7 44.4 44.3 42.4 40.6 40.9 40.5 52.1 52.6 53.6
（E／K×100）　　　　　　 増減 3.1 1.7 -0.1 -1.9 -1.8 0.3 -0.4 11.6 0.5 1

 累 積 欠 損 金 比 率 （％）
増減

 企 業 債 現 在 高 （百万円）
増減

 使 用 料 収 入 190,858 212,081 229,087 242,872 253,096 270,213 281,022 371,652 382,802 394,286

 改 善 額 29,541 50,764 67,770 81,555 91,779 321,409 17,117 27,926 118,556 129,706 141,190 434,495

①有収水量の増加 29,541 50,764 67,770 81,555 91,779 321,409 17,117 27,926 36,356 45,040 53,984 180,423

②使用料の適正化 82,200 84,666 87,206 254,072

③収納率の向上

 その他④（　　　　　　　　　　　　　　　　）

 改 善 額

 管 理 運 営 費 620,773 662,581 710,068 741,715 769,160 800,598 821,509 842,381 841,428 834,667

うち職員給与費中の退職手当を除いたもの 97,634 96,304 97,631 72,109 55,257 56,379 56,379 56,379 56,379 56,379

 改 善 額

⑤職員給与費の適正化

　 維持管理費（上記以外）の適正化
　　

うち職員給与費中の退職手当

 その他⑥（　　　　　　　　　　　　　　　　）

 改 善 額

321,409 434,495

○計画前年度において使用料単価１５０円/ （20 当たり3,000円）未満（処理原価が150円/ 未満の場合は処理原価未満）の事業にあっては、下記に使用料適正化の考え方を記載し、当該適正化による増収額
　 を②に記載すること。

96,000

○「収入の確保」その他④の例：未利用地の売却、資産の有効利用（用地等の貸付）、再生水の販売収入など（記入単位は百万円とするが、会計規模により千円単位でも可とする。）

○「経営の効率化」その他⑥の例：建設コストの縮減（上下水共同施工の実施、工法の見直し・技術開発の促進など。建設改良費の抑制は除く。）、電気・機械設備等の計画的修繕による長寿命化など（記入単位は
　 百万円とするが、会計規模により千円単位でも可とする。）


